
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】

目標値ａ 実績ｂ ｂ／ａ 　　　　 25　　　   50　　　　75　　 　100       125

ⅰ 76.0 72.2 95.0%

ⅱ 24,000 20,180 84.1%

ⅲ 26,342 26,387 100.2%

ⅳ 81 84 103.7%

ⅴ 281 244 86.8%

【Ⅲ．指標による評価】
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達成 　耐震補強については、重点的に予算配分を実施する事で計画的に事業を進めているため、27年度目標達成に向けて順調に進んでいるといえる。

達成
不十分

　全市町村を訪問し、首長、消防長、消防団長等に面会し、機能別消防団制度の導入や加入促進を依頼した。その結果、25年度には間に合わなかっ
たが、26年4月1日付で128名新たに加入することとなった。

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

概ね
達成

　防災訓練の実施回数が、前年度に比較して増加（＋339件）したことなどにより目標を概ね達成した。取組不十分の市町村には、引き続き訓練実施
を働き掛けていく。

概ね達成

達成
不十分

　登録者の低調は、広報・啓発不足が要因である。今後は、学校現場や県職員等への一層の登録促進を図る。

達成 　土砂災害防止対策工の実施により、人命、財産の保護が図られた。

機能別消防団員数（人） ④ H19 40 301 321

緊急輸送道路における橋梁耐震補強率（％） ③ H16 26 86 90

土砂災害から保全される戸数（戸） ③ H16 22,281 26,592 26,800

県民安全・安心メールの登録者数（人） ② H21 4,825 27,000 30,000

自主防災組織活動実施率（％） ① H16 41.8 88.0
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④

取組項目 災害に強い人づくり、地域づくりの推進 防災教育・訓練の充実と防災情報の迅速な伝達
治山・治水事業及び都市・道路

防災対策の推進
消防力の強化と消防機能の

高度化

施策評価調書（２５年度実績）
施策コード Ⅰ－９－（１）

政策体系
　施策名　災害に強い県土づくりの推進 所管部局名 生活環境部 長期総合計画頁 71

　政策名　危機管理の強化 関係部局名 生活環境部、福祉保健部、商工労働部、農林水産部、土木建築部、企業局



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】
取組
№

取組
№

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

砂防事業 6,379,168 継続 210

総合評価 施策展開の具体的内容

Ｂ

・広域防災拠点として必要な設備及びその規模等を大分県広域防災拠点基本計画としてとりまとめる。
・共助の中核となる自主防災組織の活性化を目的として、県と市町村が一体となり自主防災組織活性化支援センターを設立する。
・地域の防災力や津波発生時の直後避難率の向上を図る「地震・津波対策推進事業」を実施する。
・安全・安心メールの、防災士、地域、県職員、学校現場への登録を促進する。
・各市町村や防災関係機関のニーズを確認しながら、実践的な訓練に取リ組み、防災体制の確認と課題の検証、解決を推進する。
・機能別消防団員制度及び消防応援隊に係る県の事業について、消防団事務担当者会議を通じ導入を促進する。
・災害時要援護者の支援等を盛り込んだ、地域の避難行動計画の作成を支援する研修会を実施する。
・避難生活を支援する備蓄物資について、計画的な備蓄を平成29年度までに完了する。

県有建築物防災対策推進事業 845,952 継続 213

○県議会福祉保健生活環境委員会（H25.6.28）
　・防災士が地域で実際に活動するためには、スキルアップ研修などを継続的に行っていく必
要がある。

○災害時要援護者支援対策セミナー（H26.2.5）
　・日頃から地域の繋がりや話し合いの大切さ、繰り返しの避難訓練が重要。

④
・全国的に消防団員が減少傾向にある中で、啓発等の取組の結
果、前年度より増加した（H25.4.1現在 15,522人　→　H26.4.1現在
15,670人 ）。

木造住宅耐震化促進事業 18,939 継続 211

おおいた安心住まい改修支援事業 20,461 終了 212

25,432 継続 104

②
・自主防災組織ごとの避難訓練等を推進した結果、市町村、防災
関係職員の災害対応能力の向上及び機関相互の連携強化が図
られた。

③

暮らしを支える社会基盤保全事業 122,000 継続 205

橋梁補修事業 3,877,022 継続 206

③

・「土砂災害警戒区域等」の指定をこれまでに3，052箇所指定し、
警戒避難体制の周知や開発行為の規制を図ってきた。
・H23～H25の3ヶ年計画で耐震化優先ルート（65橋）を設定し、耐
震対策の集中投資を実施した。

河川事業 8,222,173 継続 207

海岸保全事業（河川・港湾） 469,888 継続 208/209

①

・防災関係機関の意見を聞きながら、広域防災拠点（大分スポー
ツ公園）に持たせる機能や、周辺施設・市町村施設との連携など
を大分県広域防災拠点基本構想としてとりまとめた。
・災害時における要援護者の避難における地域住民の関わり方
を実証することができ、今後地域が作成する避難行動計画のノ
ウハウを得ることができた。
・避難生活を支援する備蓄物資の整備について、計画量の達成
ができた。

①

災害時要援護者支援対策推進事業 10,265 継続 81

災害備蓄物資拡充事業 22,711

広域防災拠点機能調査事業 13,990 継続 102

津波等被害防止対策事業 190,382 廃止 103

継続 82

防災拠点再生可能エネルギー導入事業 92,156 継続 92

自主防災活動促進事業
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